















































































































































































































韓国の電子政府政策は， 1993年の「超高速情報通信網 (KII;Korea Infor-











その後，電子政府の推進は.rCyber Korea2IJ (1999-2002). r e-Korea 




















(Government for=4 Citizenの略字).iOPEN systemJ (Online Procedure 











区分 形成期 足鐙造成 綱領 本絡化 llXl黙期
時期 ω後-00半(:r ~笥削 ~筑間 -2007 忽舶~
情報化促進基本 e-Koren Vi-Broadband IT 国家情報化Z基本
日十周 (96) sion2006 (ω) Korea Vト 計画 (ω〉
ビジョン Cyber Korea21 sion捌 7(ω) 
(鈎) U-Korca基本計
画 (06-10)
ml1網利用促進 情緑化促進Z基本 電子政府の実現 電子政府法改正 国家情報化基本
と普及鉱張に関 法 (95) のための行政紫 (切) 法 (ω}
する治伺t(86) 電子将忽法 (99) 務等のm子化促 m子政府法改正
SWil1!草花仮興法 進に関する法徐 (10) 





1!lI・反基特電算網 超高.ilIl情報通信 電子政府 1大線 電子政府ロードマ 国家情報化基本
主要政策 114~ 基盤./4築総合計 題 ップ (ω-07) 計画
函 (95-10)
5大凶家基幹百E組向i'ilt自線通信 組高速情線通信 組高述情報通信 屯子政府支綬11
算銅事袋(1r7- 飼1段階 (95) 調2段筋 (01) 銅3段階 (05) 染(縫船
主要事業
96) 情緑化支銀事梁 情報化支縄!}J~長 電子政府支綬耳I行政情報DBI4
(行政・国防・公 (95-) (95-) 業 (ω-) 築事業(継続)
安・金融・教育 知織資源管廻m 行政情報DBtl4 
研究) 業 (ω-) 築事業 (05-)
住民笠録電算化 旅券発給沼算網 市・郁・区行政 国家財政システム 障害者獲近性強
(91-) (倒-) 情緑化 (01-) (03-) IUω-) 
行政情報網開通 インターネット政 也子氏限統合窓 図会曾領鎚出m国土空間情級シ
(鈎-) 府民願サービス 口 (02-) 子化 (ω-) ステム (08-)
主要
(98-) 電子側迫システ 外交情報通信網








mw網調護委員 情報化推池袋貝 電子政府特日IJ益 政府革新地方分 国家情報化戦略
推進体系 会 会 員会 指委員会{電子 司自民会
政府特j}1)委員会)






















この法律は，全7章・ 52条の条項と附則で構成されており， r総則J(第 1
章)， r電子政府の実現及び運営原則J(第2章)， r行政管理の電子化J(第3





























































































































運用されている。この電子人事管理システム (e-HRM;Electronic Human 















































































































































































































































































































































区分 a人事評価 b報酬 c福利厚生 d人間関係 eその他
日本 (301) 69 64 14 13 24 
中国 (93) 40 45 33 20 18 
韓国 (114) 33 1 16 2 




















区分 a良く知っている b聞いたことはある c良く知らない
日本 (301) 28 79 183 
中国 (93) 3 42 48 
総国 (114) 13 43 48 


















日本 (301) 50 236 
中国 (93) 19 74 
締国(114) 85 29 


















区分 a改善する b変化なし c悪化する
日本 (301) 40 183 40 
中国 (93) 14 57 17 
隣国(114) 50 62 2 














区分 a大きく寄与する b寄与する c変化なし d寄与しない eよくわからない
日本 (301) 3 29 72 69 104 
中国 (93) 37 37 8 10 
。車国 (114) 10 59 9 20 16 











区分 a大きく寄与する b 寄与する c変化ない d寄与しない eよくわからない
日本 (301) 16 75 81 35 67 
中国 (93) 46 28 3 14 
幌国 (114) 10 67 4 20 13 









区分 日本 (301) 中国 (93) 純国(114) 総計 (508)
a上司のリーダーシップ 60 54 31 145 
b予算措置 112 44 13 169 
c人員増員 32 13 1 56 
d専門技術 80 43 16 139 
e組織檎成員の理解 89 14 51 154 
f労働組合の理解 46 5 5 56 
g法的損拠 33 44 13 90 
h先進情報 66 28 10 104 









区分 日本 (301) 中国 (93) 純国(114) 総計印刷
a伝統的な慣習/風土 38 28 25 91 
b上司の理解不足 9 25 10 44 
c法的根拠の不備 12 25 4 41 
d予算不足 28 9 B 45 
e伎術力の不足 16 9 2 27 












区分 a人事評価 b窓志疎通 c福利厚生 d研修(訓練) eその他
(成績評定) (コミュニケーション)
日本 34 17 12 32 3 
中国 38 14 13 16 3 
韓国 22 10 7 5 2 






































































(1)近年における行政文化の研究動向については.Joseph G. Jabbra and O. P. Dwivedi. Ad-











(5) r亀子政府締策計図J(平成 15年策定，平成16i手ー部改定)，各府省情報化鉛括質佳省 (CIO)
越絡会餓決定。
(6) a宇絢は.悶熊則人.r電子政府構築計画におItるレガシーシステムの見直しJruNISYS 
TECHNOLOGY REVIEWJ 82号， 2004: 57頁以下谷照。
(7) r人事・給与等業務・システム最適化計画J(平成16年)参照。
(8)中川弘文.r電子政府機泡に向けてω}業碕・システム焼沼化の現状と今後の取り組みl'llln




(10) Chung. Choongsik. E・Governmentll1itiativωin Korea: Governme1lt for Citizell (G4C) 
Case. r悌図地域情報化学会J9 (2). 2006重量照。
(11) Oh. GangTag. r政府フォータルの概念的モデルと G4Cの野信J(鱒図行政学会夏期学術大
会発絞首文).2004$照。














~4 月 11 日}。
(17)行政安全郎資料.2010. 
(18)国家情報化指線グループ.r我が国電子政務の建股に関するfliiJ事怠見H中国情報噂線J.20.1 



















(26)人事部， r全国人事人才基礎データベースの建設に関する通知J(国人部発22号)， 20050 
(27)中国人事部は.2008年に大鰐制改革により「人力資源と社会保障部Jと改称された。
(28)前掲.人事総(国人線発22号)， 2005。
(29)即人事人才基礎データベースの中央部門の情報。
(30)中共中央組織化ls弁公庁， r中共中央組織部全国組織.千部.人m管盟億息系統信息絡鈎体
系J.党建読物出版社， 1997: 13-15頁。
(31)この点に関しては.納縞「東7ジ7の行政文化と文化変容に関する予備的考察H法学志林』
108 (4)， 2011及び同「行政文化の理解に関する考察:勝因の行政文化研究(四68-2∞0)を素
材にH法学志休J107 (2). 2007が詳細に分析している。
(32)同様の観点から中国と純悶の行政文化を比絞分析した先行研究として.金栄符・郷仁和.r儒
教文化の二面性:陣中公務貝比絞を通してみたアジ7的価値探求J(高路大学7ジア問題研究所).
アヨン出版部.2004を参照。金は，儒教という文化的共通基盤を持つ隣国と中国の行政文化比
絞において.7ジア的価値としての儒教的伝統は限定的であり.共通性よりは西欧的価値観に基
づく多線住のほうが強いことから.儒教的伝統に基づく行政文化をアジア的なものとして解釈す
ることはもっと償滋であるべきと指摘している。
(33)この人事記録の閉鎖性に関しては.拙稿「公務員の人事記録に関する一考察H自治総研J32 
(8). 2006がその法的恨鎚や課題について詳細に記述している。人事記録の独占及び閉鎖性は.
継力的な人事慣行を生み出す原因の lつであり.人事行政の民主化及び透明伎を阻脅し，健全な
行政文化の形成を妨げる婆素であることを指摘している。
(34)東アジア，符に日本・中国・純国における行政文化の縞特性に関して比絞研究を行った文献
としては.金高基「東アジア地続の行政文化の比較考察H憐園地妓研究J1 (1). 1983を挙げ
ることができる。金は.この論文の中で.*篠窓織・継威意識・法窓設などに関する比較を行っ
ている。
(35)ここでの民主性及び能率性の観念は，必ず統一的なものではなく.むしろそれぞれの国にお
いて使われる一飯的な用語で促えている。従って.日本における民主性及び能率性の水車とかけ
隠れていることも考えられる。
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